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子どもの読書活動の推進に関する法律 

平成１３年１２月１２日 

法 律 第 １ ５ ４ 号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、子どもの読書活動の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及

び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、子どもの読書活動の推進に関する

必要な事項を定めることにより、子どもの読書活動の推進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進し、もって子どもの健やかな成長に資することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 子ども（おおむね十八歳以下の者をいう。以下同じ。）の読書活動は、子ども

が、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより

深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないものであることにかんがみ、

すべての子どもがあらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うこと

ができるよう、積極的にそのための環境の整備が推進されなければならない。 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、子どもの読

書活動の推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の

実情を踏まえ、子どもの読書活動の推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を

有する。 

（事業者の努力） 

第五条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、子ども

の読書活動が推進されるよう、子どもの健やかな成長に資する書籍等の提供に努める

ものとする。 

（保護者の役割） 

第六条 父母その他の保護者は、子どもの読書活動の機会の充実及び読書活動の習慣

化に積極的な役割を果たすものとする。 

（関係機関等との連携強化） 

第七条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動の推進に関する施策が円滑に実施

されるよう、学校、図書館その他の関係機関及び民間団体との連携の強化その他必要

な体制の整備に努めるものとする。 

（子ども読書活動推進基本計画） 

第八条 政府は、子どもの読書活動の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（以下「子ども読書活動推

進基本計画」という。）を策定しなければならない。 
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２ 政府は、子ども読書活動推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会

に報告するとともに、公表しなければならない。 

３ 前項の規定は、子ども読書活動推進基本計画の変更について準用する。 

（都道府県子ども読書活動推進計画等） 

第九条 都道府県は、子ども読書活動推進基本計画を基本とするとともに、当該都道

府県における子どもの読書活動の推進の状況等を踏まえ、当該都道府県における子ど

もの読書活動の推進に関する施策についての計画（以下「都道府県子ども読書活動推

進計画」という。）を策定するよう努めなければならない。 

２ 市町村は、子ども読書活動推進基本計画（都道府県子ども読書活動推進計画が策

定されているときは、子ども読書活動推進基本計画及び都道府県子ども読書活動推進

計画）を基本とするとともに、当該市町村における子どもの読書活動の推進の状況等

を踏まえ、当該市町村における子どもの読書活動の推進に関する施策についての計画

（以下「市町村子ども読書活動推進計画」という。）を策定するよう努めなければな

らない。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県子ども読書活動推進計画又は市町村子ども読書

活動推進計画を策定したときは、これを公表しなければならない。 

４ 前項の規定は、都道府県子ども読書活動推進計画又は市町村子ども読書活動推進

計画の変更について準用する。 

（子ども読書の日） 

第十条 国民の間に広く子どもの読書活動についての関心と理解を深めるとともに、

子どもが積極的に読書活動を行う意欲を高めるため、子ども読書の日を設ける。 

２ 子ども読書の日は、四月二十三日とする。 

３ 国及び地方公共団体は、子ども読書の日の趣旨にふさわしい事業を実施するよう

努めなければならない。 

（財政上の措置等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動の推進に関する施策を実施する

ため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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文字・活字文化振興法 

平成１７年７月２９日 

法 律 第 ９ １ 号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、文字・活字文化が、人類が長い歴史の中で蓄積してきた知識及

び知恵の継承及び向上、豊かな人間性の涵かん養並びに健全な民主主義の発達に欠く

ことのできないものであることにかんがみ、文字・活字文化の振興に関する基本理念

を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、文字・活字文化

の振興に関する必要な事項を定めることにより、我が国における文字・活字文化の振

興に関する施策の総合的な推進を図り、もって知的で心豊かな国民生活及び活力ある

社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「文字・活字文化」とは、活字その他の文字を用いて表現

されたもの（以下この条において「文章」という。）を読み、及び書くことを中心と

して行われる精神的な活動、出版活動その他の文章を人に提供するための活動並びに

出版物その他のこれらの活動の文化的所産をいう。 

（基本理念） 

第三条 文字・活字文化の振興に関する施策の推進は、すべての国民が、その自主性

を尊重されつつ、生涯にわたり、地域、学校、家庭その他の様々な場において、居住

する地域、身体的な条件その他の要因にかかわらず、等しく豊かな文字・活字文化の

恵沢を享受できる環境を整備することを旨として、行われなければならない。 

２ 文字・活字文化の振興に当たっては、国語が日本文化の基盤であることに十分配

慮されなければならない。 

３ 学校教育においては、すべての国民が文字・活字文化の恵沢を享受することがで

きるようにするため、その教育の課程の全体を通じて、読む力及び書く力並びにこれ

らの力を基礎とする言語に関する能力（以下「言語力」という。）の涵かん養に十分

配慮されなければならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、文

字・活字文化の振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の

実情を踏まえ、文字・活字文化の振興に関する施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 
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（関係機関等との連携強化） 

第六条 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の振興に関する施策が円滑に実施さ

れるよう、図書館、教育機関その他の関係機関及び民間団体との連携の強化その他必

要な体制の整備に努めるものとする。 

（地域における文字・活字文化の振興） 

第七条 市町村は、図書館奉仕に対する住民の需要に適切に対応できるようにするた

め、必要な数の公立図書館を設置し、及び適切に配置するよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、公立図書館が住民に対して適切な図書館奉仕を提供する

ことができるよう、司書の充実等の人的体制の整備、図書館資料の充実、情報化の推

進等の物的条件の整備その他の公立図書館の運営の改善及び向上のために必要な施策

を講ずるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、大学その他の教育機関が行う図書館の一般公衆への開

放、文字・活字文化に係る公開講座の開設その他の地域における文字・活字文化の振

興に貢献する活動を促進するため、必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

４ 前三項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、地域における文字・活字文

化の振興を図るため、文字・活字文化の振興に資する活動を行う民間団体の支援その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

（学校教育における言語力の涵かん養） 

第八条 国及び地方公共団体は、学校教育において言語力の涵かん養が十分に図られ

るよう、効果的な手法の普及その他の教育方法の改善のために必要な施策を講ずると

ともに、教育職員の養成及び研修の内容の充実その他のその資質の向上のために必要

な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、学校教育における言語力の涵かん養に資する環境の整備

充実を図るため、司書教諭及び学校図書館に関する業務を担当するその他の職員の充

実等の人的体制の整備、学校図書館の図書館資料の充実及び情報化の推進等の物的条

件の整備等に関し必要な施策を講ずるものとする。 

（文字・活字文化の国際交流） 

第九条 国は、できる限り多様な国の文字・活字文化が国民に提供されるようにする

とともに我が国の文字・活字文化の海外への発信を促進するため、我が国においてそ

の文化が広く知られていない外国の出版物の日本語への翻訳の支援、日本語の出版物

の外国語への翻訳の支援その他の文字・活字文化の国際交流を促進するために必要な

施策を講ずるものとする。 

（学術的出版物の普及） 

第十条 国は、学術的出版物の普及が一般に困難であることにかんがみ、学術研究の

成果についての出版の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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（文字・活字文化の日） 

第十一条 国民の間に広く文字・活字文化についての関心と理解を深めるようにする

ため、文字・活字文化の日を設ける。 

２ 文字・活字文化の日は、十月二十七日とする。 

３ 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の日には、その趣旨にふさわしい行事が

実施されるよう努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第十二条 国及び地方公共団体は、文字・活字文化の振興に関する施策を実施するた

め必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

  



資料編 

89 

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律 

令和元年６月２８日 

法 律 第 ４ ９ 号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関し、基本理念を定め、

並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本計画の策定その他の

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策の基本となる事項を定めること等

により、視覚障害者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進し、もって障害の

有無にかかわらず全ての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化（文字・活字文化

振興法（平成十七年法律第九十一号）第二条に規定する文字・活字文化をいう。）の恵

沢を享受することができる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「視覚障害者等」とは、視覚障害、発達障害、肢体不自由そ

の他の障害により、書籍（雑誌、新聞その他の刊行物を含む。以下同じ。）について、

視覚による表現の認識が困難な者をいう。 

２ この法律において「視覚障害者等が利用しやすい書籍」とは、点字図書、拡大図書

その他の視覚障害者等がその内容を容易に認識することができる書籍をいう。 

３ この法律において「視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等」とは、電子書籍その

他の書籍に相当する文字、音声、点字等の電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録をいう。第十一条

第二項及び第十二条第二項において同じ。）であって、電子計算機等を利用して視覚

障害者等がその内容を容易に認識することができるものをいう。 

（基本理念） 

第三条 視覚障害者等の読書環境の整備の推進は、次に掲げる事項を旨として行われな

ければならない。 

一 視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等が視覚障害者等の読書に係る利便性の向

上に著しく資する特性を有することに鑑み、情報通信その他の分野における先端的

な技術等を活用して視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の普及が図られるとと

もに、視覚障害者等の需要を踏まえ、引き続き、視覚障害者等が利用しやすい書籍が

提供されること。 

二 視覚障害者等が利用しやすい書籍及び視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等

（以下「視覚障害者等が利用しやすい書籍等」という。）の量的拡充及び質の向上が

図られること。 

三 視覚障害者等の障害の種類及び程度に応じた配慮がなされること。 
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（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関

する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その

地域の実情を踏まえ、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

（財政上の措置等） 

第六条 政府は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策を実施するため必

要な財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

第二章 基本計画等 

（基本計画） 

第七条 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、視覚障害者等の読書環境の整備の推

進に関する基本的な計画（以下この章において「基本計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策についての基本的な方針 

 

二 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関し政府が総合的かつ計画的に講ずべき

施策 

三 前二号に掲げるもののほか、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定しようとするときは、あらかじ

め、経済産業大臣、総務大臣その他の関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定しようとするときは、あらかじ

め、視覚障害者等その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるもの

とする。 

５ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを

インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（地方公共団体の計画） 

第八条 地方公共団体は、基本計画を勘案して、当該地方公共団体における視覚障害者

等の読書環境の整備の状況等を踏まえ、当該地方公共団体における視覚障害者等の読

書環境の整備の推進に関する計画を定めるよう努めなければならない。 



資料編 

91 

２ 地方公共団体は、前項の計画を定めようとするときは、あらかじめ、視覚障害者等

その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

３ 地方公共団体は、第一項の計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努

めなければならない。 

４ 前二項の規定は、第一項の計画の変更について準用する。 

 

第三章 基本的施策 

（視覚障害者等による図書館の利用に係る体制の整備等） 

第九条 国及び地方公共団体は、公立図書館、大学及び高等専門学校の附属図書館並び

に学校図書館（以下「公立図書館等」という。）並びに国立国会図書館について、各々

の果たすべき役割に応じ、点字図書館とも連携して、視覚障害者等が利用しやすい書

籍等の充実、視覚障害者等が利用しやすい書籍等の円滑な利用のための支援の充実そ

の他の視覚障害者等によるこれらの図書館の利用に係る体制の整備が行われるよう、

必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、点字図書館について、視覚障害者等が利用しやすい書籍等

の充実、公立図書館等に対する視覚障害者等が利用しやすい書籍等の利用に関する情

報提供その他の視覚障害者等が利用しやすい書籍等を視覚障害者が十分かつ円滑に利

用することができるようにするための取組の促進に必要な施策を講ずるものとする。 

（インターネットを利用したサービスの提供体制の強化） 

第十条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等がインターネットを利用して全国各地に

存する視覚障害者等が利用しやすい書籍等を十分かつ円滑に利用することができるよ

うにするため、次に掲げる施策その他の必要な施策を講ずるものとする。 

一 点字図書館等から著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）第三十七条第二項又

は第三項本文の規定により製作される視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等（以

下「特定電子書籍等」という。）であってインターネットにより送信することができ

るもの及び当該点字図書館等の有する視覚障害者等が利用しやすい書籍等に関する

情報の提供を受け、これらをインターネットにより視覚障害者等に提供する全国的

なネットワークの運営に対する支援 

二 視覚障害者等が利用しやすい書籍等に係るインターネットを利用したサービスの

提供についての国立国会図書館、前号のネットワークを運営する者、公立図書館等、

点字図書館及び特定電子書籍等の製作を行う者の間の連携の強化 

（特定書籍及び特定電子書籍等の製作の支援） 

第十一条 国及び地方公共団体は、著作権法第三十七条第一項又は第三項本文の規定に

より製作される視覚障害者等が利用しやすい書籍（以下「特定書籍」という。）及び特

定電子書籍等の製作を支援するため、製作に係る基準の作成等のこれらの質の向上を

図るための取組に対する支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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２ 国は、特定書籍及び特定電子書籍等の効率的な製作を促進するため、出版を行う者

（次条及び第十八条において「出版者」という。）からの特定書籍又は特定電子書籍等

の製作を行う者に対する書籍に係る電磁的記録の提供を促進するための環境の整備に

必要な支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の販売等の促進等） 

第十二条 国は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の販売等が促進されるよう、

技術の進歩を適切に反映した規格等の普及の促進、著作権者と出版者との契約に関す

る情報提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、書籍を購入した視覚障害者等からの求めに応じて出版者が当該書籍に係る電

磁的記録の提供を行うことその他の出版者からの視覚障害者等に対する書籍に係る電

磁的記録の提供を促進するため、その環境の整備に関する関係者間における検討に対

する支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（外国からの視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等の入手のための環境の整備） 

第十三条 国は、視覚障害者等が、盲人、視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のあ

る者が発行された著作物を利用する機会を促進するためのマラケシュ条約の枠組みに

基づき、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等であってインターネットにより送信

することができるものを外国から十分かつ円滑に入手することができるよう、その入

手に関する相談体制の整備その他のその入手のための環境の整備について必要な施策

を講ずるものとする。 

（端末機器等及びこれに関する情報の入手の支援） 

第十四条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等を利用する

ための端末機器等及びこれに関する情報を視覚障害者等が入手することを支援するた

め、必要な施策を講ずるものとする。 

（情報通信技術の習得支援） 

第十五条 国及び地方公共団体は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等を利用する

に当たって必要となる情報通信技術を視覚障害者等が習得することを支援するため、

講習会及び巡回指導の実施の推進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（研究開発の推進等） 

第十六条 国は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等及びこれを利用するための端

末機器等について、視覚障害者等の利便性の一層の向上を図るため、これらに係る先

端的な技術等に関する研究開発の推進及びその成果の普及に必要な施策を講ずるもの

とする。 

（人材の育成等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、特定書籍及び特定電子書籍等の製作並びに公立図書

館等、国立国会図書館及び点字図書館における視覚障害者等が利用しやすい書籍等の

円滑な利用のための支援に係る人材の育成、資質の向上及び確保を図るため、研修の

実施の推進、広報活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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第四章 協議の場等 

第十八条 国は、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策の効果的な推進を

図るため、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、総務省その他の関係行政機関の職

員、国立国会図書館、公立図書館等、点字図書館、第十条第一号のネットワークを運

営する者、特定書籍又は特定電子書籍等の製作を行う者、出版者、視覚障害者等その

他の関係者による協議の場を設けることその他関係者の連携協力に関し必要な措置を

講ずるものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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子どもの読書活動推進に係る国・県・市の動向          

 以下に示すのは、平成 13 年に施行された「子どもの読書活動の推進に関する法律」

以降の子どもの読書活動推進に係る国、沖縄県及び糸満市の大まかな動向です。 

H13.12 国 「子どもの読書活動の推進に関する法律」施行。 

H14.8 国 「第一次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」策定。 

H16.3 県 
「第一次沖縄県子どもの読書活動推進計画～五感に響かせるＥ・

Ｅ・Ｔプラン～」策定。 

H17.7 国 「文字・活字文化振興法」施行。 

H20.3 国 「第二次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」策定。 

H20.6 国 

「図書館法」改正。以下が規定される。 

①学習成果を活用して行う教育活動の機会提供を図書館が行う事

業に追加 

②図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに情報提供に努め

る規定の整備 

③司書及び司書補の資格要件の見直し 

④文部科学大臣及び都道府県が司書等の資質向上のために必要な

研修の実施に努める規定の整備等 

H21.3 県 
「第二次沖縄県子どもの読書活動推進計画～五感に響かせるＥ・

Ｅ・Ｔプラン～」策定。 

H22.4 市 「第１次糸満市子どもの読書活動推進計画」策定。 

H23.3 市 「第４次糸満市総合計画（基本計画）」策定。 

H24.12 国 「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」告示。 

H25.4 国 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行。 

H25.5 国 「第三次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」策定。 

H26.3 県 
「第三次沖縄県子どもの読書活動推進計画～五感に響かせるＥ・

Ｅ・Ｔプラン～」策定。 

H27.4 国 

「学校図書館法」改正。 

①学校司書の法制化、学校司書への研修等の実施について規定。 

②改正法附則第２項において、国は「学校司書としての資格の在り

方、その養成の在り方等について検討を行い、その結果に基づい

て必要な措置を講ずる。」と規定。 

H27.9  
国連サミットにて合意された「持続可能な開発のための 2030アジ

ェンダ」の中に「SDGs（持続可能な開発目標）」が掲げられる。 
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H28.1 国 
第 5期科学技術基本計画にて、日本が目指すべき未来社会の姿とし

て“Society 5.0（超スマート社会）”が提唱される。 

H28.3 国 
日本図書館協会が「図書館における障害を理由とする差別の解消の

推進に関するガイドライン」を作成。 

H28.3 市 「第４次糸満市総合計画（後期基本計画）」策定。 

H28.4 市 「糸満市教育大綱」策定。 

H28.4 市 「第２次糸満市子どもの読書活動推進計画」策定。 

H28.10 国 

学校図書館の整備充実に関する調査研究協力者会議において「これ

からの学校図書館の整備充実について」が報告。 

①これからの学校図書館は、読書活動における利活用に加え、授業

における様々な学習における利活用を通じて、子供たちの言語能

力、情報活用能力等の育成を支え、主体的・対話的で深い学び（ア

クティブ・ラーニングの視点からの学び）を効果的にすすめる基

盤としての役割が重要。 

②学校図書館に期待されている役割を果たすために、図書館資料の

充実と、司書教諭及び学校司書の配置充実やその資質能力の向上

の双方が重要。 

H28.11 国 

文部科学省において以下を作成。 

①「学校図書館ガイドライン」…学校図書館の整備充実を図るため、

学校図書館の運営上の重要な事項について、教育委員会や学校等

にとって参考となるよう、その望ましい在り方を示す。 

②「学校司書のモデルカリキュラム」…学校司書に求められる知識・

技能を整理した上で、それらの専門的知識・技能を習得できる望

ましい科目・単位数等を示す。 

H28.12 国 

中央教育審議会にて「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別

支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答

申）」が示される。 

H29.3 国 「小学校学習指導要領」「中学校学習指導要領」告示。 

H29.3 国 「保育所保育指針」公示。 

H29.3 国 「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」告示。 

H29.3 国 「子供の読書活動の推進等に関する調査研究報告書」公表。 
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H29.4 国 

第５次「学校図書館図書整備等５か年計画」実施（平成 29 年度

～令和 3年度）。 

①学校図書館図書の整備、学校司書の配置に、それぞれ単年度

220億円（総額約 2,200億円）の地方財政措置。 

②学校図書館への新聞配備に単年度 30億円（総額約 150億円）

の地方財政措置。 

H30.4 国 「第四次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」策定。 

H30.12 国 

中央教育審議会にて「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた

社会教育の振興方策について（答申）」が示される。 

①地域における社会教育の意義と果たすべき役割として、「『社会

教育』を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくり」

が掲げられる。 

②社会教育施設としての図書館には、地域の学習拠点としての役

割に加え、他部局と連携した個人のスキルアップや就業等の支

援、住民のニーズに対応できる情報拠点としての役割も期待さ

れる。 

H31.3 県 
「第四次沖縄県子どもの読書活動推進計画～五感に響かせるＥ・

Ｅ・Ｔプラン～」策定。 

H31.3 国 「子供の読書活動の推進等に関する調査研究報告書」公表。 

R1.6 国 
「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリ

アフリー法）」施行。 

R1.12 国 「GIGAスクール構想」発表。 

R2.7 国 
「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画

（読書バリアフリー基本計画）」策定。 

R3.3 市 「第 5次糸満市総合計画（基本計画）」策定。 

R3.7 市 「第３次糸満市子どもの読書活動推進計画」策定。 

  



資料編 

97 

糸満市子どもの読書活動推進計画策定委員会設置要綱 

令和２年５月２７日 

教育委員会訓令第３号 

 

（設置） 

第１条 本市における子どもの読書活動推進計画（以下「計画」という。）を策定する

ため、糸満市子どもの読書活動推進計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、子どもの読書活動に関する調査及び研究を行い、計画を策定して、

教育長へ提出する。 

（組織） 

第３条  委員会は、１０人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育長が委嘱する。 

(1) 市立小中学校長代表 

(2) 市立小中学校司書教諭 

(3) 読み聞かせボランティア 

(4) 生涯学習課長 

(5)  学校教育課長 

(6)  中央図書館長 

(7)  子ども未来課長 

(8)  健康推進課長 

(9)  その他教育長が認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱を受けた日から第２条の所掌事務を完了する日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条  委員会に委員の互選により委員長及び副委員長をおく。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときはその職

務を代理する。 

（会議） 

第６条  委員会は、委員長が招集し、委員長が議長を務める。 

２ 委員長は、必要と認めるときは会議に委員以外の者を出席させ、意見又は説明を求

めることができる。 

（部会） 

第７条 委員長が所掌事務の完了に必要があると認めるときは、委員会に部会をおくこ

とができる。 
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２ 部会に属する委員及びその部会長は、委員会の中から委員長が指名する。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、教育委員会生涯学習課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別

に定める。 

 

附 則 

１ この訓令は、令和２年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

糸満市子どもの読書活動推進計画策定委員名簿 

（委嘱期間：令和２年７月１６日～令和３年３月３１日） 

№ 氏名 所属 備考 

1 金城 毅 糸満市社会教育委員 委員長 

2 屋良 直子 糸満市立兼城中学校 校長 副委員長 

3 饒平名 陽子 糸満市立糸満小学校 司書教諭  

4 當間 沙織 糸満市立三和中学校 司書教諭  

5 寺澤 好美 糸満市社会教育委員  

6 玉城 米子 ＮＰＯ法人子育て応援隊いっぽ 理事  

7 加島 由美子 糸満市教育委員会生涯学習課 課長  

8 宮里 一樹 糸満市教育委員会学校教育課 課長  

9 上原 仁 糸満市立中央図書館 館長  

10 新垣 孝 糸満市役所こども未来課 課長  

【事務局】 

1 久保田 洋子 糸満市教育委員会生涯学習課生涯学習係長  

2 高原 都 糸満市教育委員会生涯学習課生涯学習係  

3 大城 美奈子 糸満市立中央図書館 管理係長  

4 山城 聖子 糸満市立中央図書館 管理係  
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